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1. 令和5年9月期の業績（令和4年10月1日～令和5年9月30日）

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

5年9月期 14,774 13.9 2,934 30.2 2,712 33.0 1,818 30.4

4年9月期 12,974 10.3 2,253 26.1 2,039 29.4 1,395 42.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

5年9月期 181.87 180.49 10.4 7.0 19.9

4年9月期 139.67 139.21 8.5 5.6 17.4

（参考） 持分法投資損益 5年9月期 ―百万円 4年9月期 ―百万円

(2) 財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

5年9月期 39,824 18,107 45.4 1,805.60

4年9月期 37,671 16,886 44.7 1,685.77

（参考） 自己資本 5年9月期 18,068百万円 4年9月期 16,856百万円

(3) キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

5年9月期 2,668 △2,565 △326 3,708

4年9月期 1,975 △2,452 255 3,931

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産
配当率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

4年9月期 ― 0.00 ― 62.00 62.00 635 44.4 3.8

5年9月期 ― 0.00 ― 64.00 64.00 656 35.2 3.7

6年9月期(予想) ― 0.00 ― 64.00 64.00 34.6

3. 令和6年9月期の業績予想（令和5年10月1日～令和6年9月30日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 7,800 8.6 1,520 6.0 1,400 5.4 910 1.0 90.94

通期 15,900 7.6 3,120 6.3 2,870 5.8 1,850 1.7 184.87



※ 注記事項

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(2) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 5年9月期 10,311,100 株 4年9月期 10,304,600 株

② 期末自己株式数 5年9月期 304,178 株 4年9月期 305,633 株

③ 期中平均株式数 5年9月期 10,001,000 株 4年9月期 9,988,328 株

（注）期末自己株式数には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式（令和5年9月期　248,900株、令和4年9月期　249,655株）を含めております。

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業
績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、決算短信（添付資
料）２ページ「１．経営成績等の概況（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

　当事業年度（自 令和４年10月１日 至 令和５年９月30日）における我が国の経済は、ウィズコロナを前提とし

た社会経済活動の再開が進み、経済活動は概ね正常となりました。

　当社の属する駐車場業界においては、経済活動の正常化に伴い、売上高は全国的に改善がみられており、当事業

年度の売上高は前事業年度比13.9％増となりました。

　このような状況において、当社は引き続き積極的な営業活動を行い、新規駐車場の開設を進めるとともに、既存

駐車場においても料金変更を機動的に行うなど採算性向上に努めました。

　その結果、当事業年度においては、262件3,785車室の新規開設、96件1,549車室の解約等により、166件2,236車

室の純増となり、９月末現在、2,285件35,088車室が稼働しております。運営件数、運営車室数共に、過去最高を

更新いたしました。

　上記により、当事業年度の売上高は14,774百万円（前事業年度比13.9％増）、営業利益2,934百万円（前事業年

度比30.2％増）、経常利益2,712百万円（前事業年度比33.0％増）、当期純利益1,818百万円（前事業年度比30.4％

増）を計上いたしました。

　当社の駐車場形態ごとの状況は以下の通りであります。

（賃借駐車場）

　当事業年度においては、241件3,442車室の開設及び、96件1,548車室の解約等により、145件1,894車室の純増と

なりました。その結果、９月末現在2,012件29,984車室が稼働しております。売上高は11,845百万円（前事業年度

比13.8％増）、売上総利益は2,402百万円（同26.3％増）となりました。

（保有駐車場）

　当事業年度においては、札幌市７件60車室、函館市２件14車室、秋田市１件39車室、高崎市１件24車室、東京都

江東区１件２車室、東京都文京区１件４車室、東京都国分寺市１件５車室、横浜市１件４車室、京都市１件２車

室、大阪市４件182車室、福岡市１件７車室を新規開設いたしました。また、レイアウト変更に伴い、茨城県土浦

市において１車室減設いたしました。その結果、21件343車室の増加、１車室の減少となり、９月末現在において

は273件5,104車室が稼働しております。売上高は2,366百万円（同16.2％増）、売上総利益は1,926百万円（同

18.2％増）となりました。

　このほか、当事業年度において、札幌市１件13車室分、新潟県長岡市１件３車室分の駐車場用地を取得してお

り、翌事業年度第１四半期にオープンを予定しております。

　当事業年度において、保有駐車場への投資額は2,239百万円となりました。

（その他売上）

　当事業年度においては、不動産賃貸収入、自動販売機関連売上、バイク・バス・駐輪場売上、太陽光発電売上等

により、売上高は562百万円（同7.3％増）となりました。

（次期の見通し）

　我が国経済については、エネルギー価格の高騰に伴う物価高が進んでいるものの、個人消費や雇用環境の回復が

続いており、景況感は改善傾向にあります。当社の属する駐車場業界におきましても、特に大都市において時間貸

駐車場の供給が不足し、需給バランスがタイトな状況となっております。

　このような状況のもと、当社は引き続き積極的な営業活動を行い、既存駐車場においても料金変更を機動的に行

うなど採算性向上に努めてまいります。また、不動産デベロッパーや不動産仲介会社との業務提携を活かし、再開

発案件や商業施設付帯駐車場案件にも取り組むと共に、保有駐車場用地については、人口動態等の指標を考慮しつ

つ、その取得に注力することで、業容及び基盤収益の拡大を目指します。

　令和６年９月期通期業績見通しについては、事業地の新規開設及び稼働については堅調に推移することを想定し

ておりますが、令和６年７月に流通開始予定である新紙幣に対応するため、全事業地の精算機改修費用として特別

損失181百万円の計上を想定しております。また、業容拡大に伴い従業員数を増加させており、１億円程度の人件

費の増加を想定しております。上記により、令和６年９月期通期業績見通しは、売上高15,900百万円（前事業年度

比7.6％増）、営業利益3,120百万円（同6.3％増）、経常利益2,870百万円（同5.8％増）、当期純利益1,850百万円

（同1.7％増）を見込んでおります。

（注）上記の予想は現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、実際の業績は今後のさまざまな不確定

要因によって異なる結果となる可能性があります。

- 2 -

パラカ株式会社(4809) 令和５年９月期決算短信



令和元年９月期 令和２年９月期 令和３年９月期 令和４年９月期 令和５年９月期

自己資本比率(％) 44.6 43.4 44.7 44.7 45.4

時価ベースの自己資本比率

(％)
61.8 45.4 47.6 48.2 49.7

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率(倍)
7.8 27.4 7.0 9.2 7.1

インタレスト・カバレッジ・

レシオ(倍)
9.9 3.1 11.5 9.3 11.8

（２）財政状態に関する分析

　当事業年度末における総資産は39,824百万円となり、前事業年度末に比べ2,153百万円増加しました。これは主

に有形固定資産における土地の増加（2,200百万円）によるものであります。

　当事業年度末における負債の部は21,717百万円となり、前事業年度末に比べ932百万円増加しました。これは主

に借入金の増加（611百万円）によるものであります。

　当事業年度末における純資産の部は18,107百万円となり、前事業年度末に比べ1,221百万円増加しました。これ

は主に当期純利益に伴い利益剰余金が増加（1,183百万円）したことによるものであります。

　この結果、自己資本比率は、前事業年度末の44.7％から45.4％となりました。

（キャッシュ・フローについて）

　当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）は、前事業年度末に比べ223百万円減少し、3,708

百万円となりました。主な要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得られた資金は前事業年度に比べ693百万円増加し、2,668百万円となりました。これは主とし

て、税引前当期純利益2,658百万円、減価償却費523百万円、法人税等の支払額739百万円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は前事業年度に比べ113百万円増加し、2,565百万円となりました。これは主とし

て、有形固定資産の取得による支出2,501百万円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は326百万円（前事業年度は255百万円の収入）となりました。これは主として、長

期借入れによる収入2,719百万円、長期借入金の返済による支出2,107百万円、リース債務の返済による支出314百

万円、配当金の支払による支出635百万円によるものであります。

(参考)　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

（注）１ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２ キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを使用しております。

３ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち社債及び借入金を対象としております。
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は「持続的な成長と中長期的な企業価値の向上のために『資本効率』、『財務健全性』及び『投資環境』に

応じて、再投資とのバランスをとりながら株主の皆様への利益配分を行うこと」を利益配分の基本方針としており

ます。

　この基本方針に基づき、令和５年９月期の配当金は、１株につき64円を予定しております。また、令和６年９月

期の配当金は、保有駐車場への投資を更に積極的に実施する予定であることから、引き続き１株につき64円を予定

しております。

　今後につきましても上記方針に基づいた利益配分を実施してまいります。

（４）継続企業の前提に関する重要事象等

　該当事項はありません。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社は連結財務諸表を作成していないため、日本基準及び国際会計基準による並行開示の負担等を考慮し、会計基準

につきましては日本基準を適用しております。
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（単位：百万円）

前事業年度
（令和４年９月30日）

当事業年度
（令和５年９月30日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,961 3,738

売掛金 167 197

貯蔵品 20 17

前払費用 553 589

その他 18 14

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 4,721 4,558

固定資産

有形固定資産

建物 1,163 1,229

減価償却累計額 △461 △506

建物（純額） 702 723

構築物 905 967

減価償却累計額 △635 △674

構築物（純額） 269 293

機械及び装置 1,268 1,268

減価償却累計額 △582 △657

機械及び装置（純額） 686 611

工具、器具及び備品 571 612

減価償却累計額 △501 △532

工具、器具及び備品（純額） 70 80

土地 29,781 31,981

リース資産 5,511 5,782

減価償却累計額 △4,787 △5,080

リース資産（純額） 724 701

建設仮勘定 46 175

有形固定資産合計 32,281 34,568

無形固定資産

特許権 5 4

商標権 1 1

ソフトウエア 1 45

その他 0 0

無形固定資産合計 9 51

投資その他の資産

投資有価証券 35 23

出資金 0 0

役員及び従業員に対する長期貸付金 7 8

長期前払費用 43 34

繰延税金資産 236 228

その他 337 351

投資その他の資産合計 659 646

固定資産合計 32,949 35,266

資産合計 37,671 39,824

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：百万円）

前事業年度
（令和４年９月30日）

当事業年度
（令和５年９月30日）

負債の部

流動負債

買掛金 296 336

１年内返済予定の長期借入金 1,992 2,260

リース債務 297 235

未払金 93 156

未払費用 15 37

未払法人税等 476 586

未払消費税等 92 154

前受金 97 98

預り金 10 16

賞与引当金 39 47

株主優待引当金 12 －

その他 75 94

流動負債合計 3,498 4,024

固定負債

長期借入金 16,347 16,690

リース債務 473 511

株式給付引当金 38 44

資産除去債務 292 311

その他 133 134

固定負債合計 17,286 17,693

負債合計 20,784 21,717

純資産の部

株主資本

資本金 1,847 1,854

資本剰余金

資本準備金 1,877 1,884

その他資本剰余金 406 407

資本剰余金合計 2,284 2,291

利益剰余金

その他利益剰余金

特別償却準備金 10 －

繰越利益剰余金 13,118 14,312

利益剰余金合計 13,128 14,312

自己株式 △378 △377

株主資本合計 16,882 18,080

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 6 6

繰延ヘッジ損益 △32 △18

評価・換算差額等合計 △26 △12

新株予約権 30 39

純資産合計 16,886 18,107

負債純資産合計 37,671 39,824
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　令和３年10月１日

　至　令和４年９月30日)

 当事業年度
(自　令和４年10月１日

　至　令和５年９月30日)

売上高 12,974 14,774

売上原価 9,177 10,111

売上総利益 3,797 4,663

販売費及び一般管理費

貸倒引当金繰入額 △0 0

役員報酬 173 196

給料及び手当 440 491

賞与引当金繰入額 39 47

法定福利費 70 86

株式給付引当金繰入額 0 6

株主優待引当金繰入額 12 －

減価償却費 30 34

地代家賃 188 197

支払報酬 52 49

支払手数料 142 165

租税公課 147 168

その他 244 283

販売費及び一般管理費合計 1,543 1,728

営業利益 2,253 2,934

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

未払配当金除斥益 0 0

保険配当金 0 0

受取保険金 0 0

受取手数料 － 1

受取補償金 － 1

補助金収入 0 －

その他 0 0

営業外収益合計 2 5

営業外費用

支払利息 212 225

その他 3 1

営業外費用合計 216 227

経常利益 2,039 2,712

特別利益

固定資産売却益 34 －

特別利益合計 34 －

特別損失

固定資産除却損 14 15

減損損失 10 27

投資有価証券評価損 － 11

特別損失合計 24 54

税引前当期純利益 2,048 2,658

法人税、住民税及び事業税 679 838

法人税等調整額 △25 0

法人税等合計 653 839

当期純利益 1,395 1,818

（２）損益計算書

- 7 -

パラカ株式会社(4809) 令和５年９月期決算短信



（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金

利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,839 1,869 403 2,272 56 12,240 12,296 △379 16,029

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

8 8 8 16

剰余金の配当 △562 △562 △562

当期純利益 1,395 1,395 1,395

特別償却準備金の取崩 △45 45 － －

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 3 3 0 4

株式給付信託による自己株式
の交付

－ －

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 8 8 3 11 △45 878 832 0 852

当期末残高 1,847 1,877 406 2,284 10 13,118 13,128 △378 16,882

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 7 △57 △50 19 15,998

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

16

剰余金の配当 △562

当期純利益 1,395

特別償却準備金の取崩 －

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 4

株式給付信託による自己株式
の交付

－

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△0 25 24 10 34

当期変動額合計 △0 25 24 10 887

当期末残高 6 △32 △26 30 16,886

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　令和３年10月１日　至　令和４年９月30日）
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（単位：百万円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

資本準備金
その他資
本剰余金

資本剰余
金合計

その他利益剰余金

利益剰余
金合計特別償却

準備金
繰越利益
剰余金

当期首残高 1,847 1,877 406 2,284 10 13,118 13,128 △378 16,882

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

6 6 6 12

剰余金の配当 △635 △635 △635

当期純利益 1,818 1,818 1,818

特別償却準備金の取崩 △10 10 － －

自己株式の取得 － －

自己株式の処分 0 0 0 0

株式給付信託による自己株式
の交付

1 1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 6 6 0 6 △10 1,193 1,183 1 1,197

当期末残高 1,854 1,884 407 2,291 － 14,312 14,312 △377 18,080

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッ
ジ損益

評価・換
算差額等
合計

当期首残高 6 △32 △26 30 16,886

当期変動額

新株の発行（新株予約権の行
使）

12

剰余金の配当 △635

当期純利益 1,818

特別償却準備金の取崩 －

自己株式の取得 －

自己株式の処分 0

株式給付信託による自己株式
の交付

1

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△0 14 14 8 23

当期変動額合計 △0 14 14 8 1,221

当期末残高 6 △18 △12 39 18,107

当事業年度（自　令和４年10月１日　至　令和５年９月30日）
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（単位：百万円）

 前事業年度
(自　令和３年10月１日

　至　令和４年９月30日)

 当事業年度
(自　令和４年10月１日

　至　令和５年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 2,048 2,658

減価償却費 564 523

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 7

株式給付引当金の増減額（△は減少） 0 6

株主優待引当金の増減額（△は減少） △13 △12

受取利息及び受取配当金 △0 △0

支払利息 212 225

固定資産売却損益（△は益） △34 －

固定資産除却損 14 15

減損損失 10 27

投資有価証券評価損益（△は益） － 11

売上債権の増減額（△は増加） △38 △29

その他の流動資産の増減額（△は増加） △71 △29

仕入債務の増減額（△は減少） 56 39

その他の流動負債の増減額（△は減少） 48 118

その他 41 71

小計 2,845 3,633

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △212 △225

法人税等の支払額 △658 △739

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,975 2,668

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,803 △2,501

有形固定資産の売却による収入 367 －

無形固定資産の取得による支出 △1 △45

敷金及び保証金の差入による支出 △14 △23

その他 △0 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,452 △2,565

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 784 882

短期借入金の返済による支出 △784 △882

長期借入れによる収入 3,294 2,719

長期借入金の返済による支出 △2,128 △2,107

株式の発行による収入 16 10

自己株式の処分による収入 3 0

リース債務の返済による支出 △366 △314

配当金の支払額 △563 △635

その他 △0 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 255 △326

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △221 △223

現金及び現金同等物の期首残高 4,152 3,931

現金及び現金同等物の期末残高 3,931 3,708

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

前事業年度
（令和４年９月30日）

当事業年度
（令和５年９月30日）

現金及び預金 46百万円 46百万円

建物 363百万円 385百万円

土地 28,842百万円 30,340百万円

合計 29,252百万円 30,771百万円

前事業年度
（令和４年９月30日）

当事業年度
（令和５年９月30日）

１年内返済予定の長期借入金 1,430百万円 1,493百万円

長期借入金 14,800百万円 14,641百万円

合計 16,231百万円 16,134百万円

（貸借対照表関係）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保付債務は次のとおりであります。

前事業年度
（自　令和３年10月１日

至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

建物 2百万円 0百万円

構築物 10百万円 14百万円

工具、器具及び備品 0百万円 0百万円

その他 1百万円 0百万円

合計 14百万円 15百万円

前事業年度
（自　令和３年10月１日

至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

土地 34百万円 －百万円

（損益計算書関係）

※１　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

※２　固定資産売却益の内容は、次のとおりであります。
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場所 用途 種類

東京都港区 事業用資産 工具・器具及び備品

場所 用途 種類

岩手県盛岡市 事業用資産 土地

※３　減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

前事業年度

当社は、主として個別駐車場を単位としてグルーピングを行っておりますが、一部の資産または資産グ

ループについては、他の資産グループから独立したキャッシュ・フローを生み出す単位として個別にグル

ーピングしております。

上記資産は、特定のイベント用備品ですが、今後の関連キャッシュ・フローがマイナスとなることが予

想されるため、簿価全額（10百万円）を減損損失として特別損失に計上しております。

当事業年度

当社は、主として個別駐車場を単位としてグルーピングを行っておりますが、一部の資産または資産グ

ループについては、他の資産グループから独立したキャッシュ・フローを生み出す単位として個別にグル

ーピングしております。

上記土地については、収益性低下及び時価の下落が著しく投資額の回収が困難と見込まれるため、帳簿

価額を不動産鑑定評価額まで減額し、減損損失（27百万円）として特別損失に計上しております。
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（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式 10,294,600 10,000 － 10,304,600

自己株式

普通株式 309,285 48 3,700 305,633

内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株）
当事業年
度末残高
(百万円)

当事業年
度期首

増加 減少
当事業年
度末

有償新株予約権

（平成27年８月）
普通株式 330,000 － 10,000 320,000 5

ストック・オプションとしての新株予約

権
－ － － － － 24

合計 330,000 － 10,000 320,000 30

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和３年12月16日

定時株主総会
普通株式 562 55

令和３年

９月30日

令和３年

12月17日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和４年12月16日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 635 62

令和４年

９月30日

令和４年

12月19日

（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　令和３年10月１日　至　令和４年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式の種類及び総数に関する事項

（変動事由の概要）

１．発行済株式の増加は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．自己株式の増加は単元未満株式の買取による増加、減少は主に新株予約権の権利行使による減少であ

ります。

３．自己株式数に含まれる従業員株式給付信託が保有する自社の株式数は、期首249,655株、期末249,655

株です。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

（変動事由の概要）

１．有償新株予約権（平成27年８月）の減少は権利行使による減少であります。

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金13百万円が含まれて

おります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。
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（単位：株）

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

発行済株式

普通株式 10,304,600 6,500 － 10,311,100

自己株式

普通株式 305,633 － 1,455 304,178

内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数（株）
当事業年
度末残高
(百万円)

当事業年
度期首

増加 減少
当事業年
度末

有償新株予約権

（平成27年８月）
普通株式 320,000 － － 320,000 5

ストック・オプションとしての新株予約

権
－ － － － － 33

合計 320,000 － － 320,000 39

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和４年12月16日

定時株主総会
普通株式 635 62

令和４年

９月30日

令和４年

12月19日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

令和５年12月20日

開催予定

定時株主総会

普通株式 利益剰余金 656 64
令和５年

９月30日

令和５年

12月21日

当事業年度（自　令和４年10月１日　至　令和５年９月30日）

１　発行済株式及び自己株式の種類及び総数に関する事項

（変動事由の概要）

１．発行済株式の増加は新株予約権の権利行使による増加であります。

２．自己株式の減少は新株予約権の権利行使及び株式給付信託による交付による減少であります。

３．自己株式数に含まれる従業員株式給付信託が保有する自社の株式数は、期首249,655株、期末248,900

株です。

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

３　配当に関する事項

(1）配当金支払額

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（注）　配当金の総額には、従業員株式給付信託が保有する自社の株式に対する配当金15百万円が含まれて

おります。
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前事業年度
（自　令和３年10月１日

至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

現金及び預金勘定 3,961百万円 3,738百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30百万円 △30百万円

現金及び現金同等物 3,931百万円 3,708百万円

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

２　重要な非資金取引の内容

（前事業年度）

①　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、129百万円で

あります。

②　当事業年度に新たに計上した資産除去債務の額は、9百万円であります。

（当事業年度）

①　当事業年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額は、262百万円で

あります。

②　当事業年度に新たに計上した資産除去債務の額は、20百万円であります。

（単位：百万円）

前事業年度
（自　令和３年10月１日

至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

貸借対照表計上額

期首残高 27,764 29,983

期中増減額 2,218 2,167

期末残高 29,983 32,150

期末時価 30,244 32,306

（賃貸等不動産関係）

　当社では、東京都その他の地域において、時間貸駐車場を有しております。

　令和４年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,630百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）、固定資産売却益は34百万円（特別利益に計上）であります。

　令和５年９月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,926百万円（賃貸収益は売上高に、主な賃貸

費用は売上原価に計上）、減損損失は27百万円（特別損失に計上）であります。

　賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び期中増減額並びに決算日における時価及び当該時価の算定方法は以下の

とおりであります。

（注）１　貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２　期中増減額のうち、前事業年度の主な増加は、不動産取得（2,582百万円）であり、主な減少は不動産売

却（326百万円）であります。

当事業年度の主な増加は、不動産取得（2,239百万円）であり、主な減少は減損損失（27百万円）であり

ます。

３　時価の算定方法

主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の重要性の乏し

いものについては、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標に基づく金額を採用

しております。

（セグメント情報等）

前事業年度（自　令和３年10月１日　至　令和４年９月30日）

　当社の事業は、駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。
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当事業年度（自　令和４年10月１日　至　令和５年９月30日）

　当社の事業は、駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

前事業年度
（自　令和３年10月１日

至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

１株当たり純資産額 1,685円77銭 1,805円60銭

１株当たり当期純利益 139円67銭 181円87銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 139円21銭 180円49銭

項目
前事業年度

（自　令和３年10月１日
至　令和４年９月30日）

当事業年度
（自　令和４年10月１日

至　令和５年９月30日）

１株当たり当期純利益

当期純利益（百万円） 1,395 1,818

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,395 1,818

普通株式の期中平均株式数（株）※ 9,988,328 10,001,000

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

当期純利益調整額（百万円） － －

普通株式増加数（株） 33,020 76,544

（うち新株予約権（株）） (33,020) (76,544)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

令和４年９月期ストック・オ

プション45,400株

令和５年９月期ストック・オ

プション49,000株

項目
前事業年度

（令和４年９月30日）
当事業年度

（令和５年９月30日）

純資産の部の合計額（百万円） 16,886 18,107

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 30 39

（うち新株予約権（百万円）） (30) (39)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 16,856 18,068

普通株式の期末株式数（株） 10,304,600 10,311,100

自己株式の期末株式数（株）※ 305,633 304,178

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

（株）
9,998,967 10,006,922

（１株当たり情報）

（注）１　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであり

ます。

※期中平均株式数の算定に当たって控除する自己株式数には、従業員株式給付信託における自己株式を含めておりま

す。当該株式数は前事業年度249,655株、当事業年度249,208株です。

２　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

※自己株式数には、従業員株式給付信託における自己株式を含めております。当該株式数は前事業年度249,655株、

当事業年度248,900株です。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

- 16 -

パラカ株式会社(4809) 令和５年９月期決算短信


	サマリー
	添付資料

